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実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)
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担当課
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教育文化

助成 0

平成１７年度

教育総務課

施設係
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平成３０年度以降

学校教育

事業番号 322

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局
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要要要要

総合計画

分野別計画

予算区分

教育を支える学習環境を整備する

2

～事業期間

　教育委員会にセンターサーバーを備え、市内小中学校２５校と３給食センターを光回線で

結びネットワークを構築したので、ネットワーク内での情報共有や高速通信など事務の電子

化を推進する。

○平成23年度においては、センターサーバ、コンピュータ等のリースを行うとともに、ネット

ワーク及びコンピュータのサポートを委託し、安定的な教育ネットワークの運営・管理を行っ

た。

 （直接経費の内訳）

  電子計算機借上料            　14,748,300円

  コンピュータサポート委託料　2,032,296円

担当部事務事業名

直接実施・

運営

90 委託 10

教育ネットワーク推進事業

会計区分 事業類型 一般一般会計

無
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その他職員

（手段）

従事者数

0.10

人件費

Ｈ21決算額

0.10 0.10

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

従事者数

26,623

0

0.00

費

用

直接経費

正職員

  コンピュータサポート委託料　2,032,296円

  その他　                                2,449,335円

○平成24年度においては、図書館から新庁舎にサーバの移動を行う。
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H24

1

29

各小中学校でのサーバ管理に伴う負担の軽減と迷惑メールの減少等を実現し、より

安全性・安定性の高いネットワークを維持することができた。
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H22

322事業番号

教育委員会事務局と小中学校25校、3給食センターをネットワーク化しているが、ネッ

トワーク内での情報共有や事務の電子利用ができなくなるため、紙媒体による文書事

務等に時間がかかる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評
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今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業
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方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

現状維持

判　定　理　由

ネットワークの環境整備には、多額な経費がかかるが、小・中学校の整備と合わせて

総合的に判断して機器等の見直しをする。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

情報漏洩対策システムは、教職員の人数に対して機器が不足しているため、追加整

備する必要がある。

良好なICT教育と円滑な校務ができる環境を提供するために市が行っていく必要な事

業である。

方向性の判定


